
当社では、監査役・監査役会制度を採用しています。また、
株主・投資家等からの信任を確保していくために、社外取締
役・社外監査役の選任によるコーポレート・ガバナンスの充実
を図っています。取締役会や指名・報酬委員会等において、 
社外取締役から経営における意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を受けることにより、業務に精通し
た取締役が経営効率の維持向上を図ることができます。また、
監査役会は内部監査や内部統制統括部門の役員等と連携を
図ることで、経営に対する監督機能を強化しています。

（１）取締役会
取締役会は、取締役15名（うち社外取締役3名、独立役員

に指定されている人数3名）※で構成され、経営に関する重要
事項についての業務執行を決定するとともに、取締役の職務
の執行を監督しています。取締役会における各議案について
の、審議、業務執行の状況等の監督を行い、社外取締役を含
め、活発な意見交換がなされ、意思決定および監督の実効性
は確保されています。社外取締役は、当社経営に対して客観
的・中立的立場から有益な助言を行っています。
当期は取締役会を18回開催しました。なお、経営環境の

変化に対応した機動的な経営体制を構築するとともに、経営
に対する株主の信任を得るため、取締役の任期は1年として
います。

（２）監査役会
監査役会は、監査役4名（うち社外監査役3名、独立役員に

指定されている人数3名）※で構成され、監査方針、その他の
監査役の職務の執行に関する事項の決定および監査報告の
作成等を行っています。監査役は、経営の適法性、コンプライ 

アンスに関して幅広く意見交換、審議、検証し、適宜経営に
対して助言や提言を行っています。また、監査役は、取締役
会、経営会議等の重要な会議に出席するだけでなく、リスク
マネジメント、コンプライアンス全般に関する監査および助言
を行うことにより、各取締役の職務執行について、厳正な監視
を実施しています。

当期は監査役会を13回開催しました。なお、監査役の任期は
4年としています。法令に定める監査役の員数を欠くことに
なる場合に備え、補欠監査役1名を選任しています。

（３）指名・報酬委員会
取締役会の諮問機関として、取締役会の決議によって選任

された取締役で構成され、代表取締役会長CEOを委員長とし、
うち社外取締役を半数以上とする5名の委員で構成されて
います。
同委員会は、取締役の選解任に関する事項、取締役が受ける
報酬等の方針の策定等について、取締役会からの諮問を受け
審議し、取締役会に答申します。
※2019年6月20日現在です。

当社の企業統治機関の構成員は以下のとおりです。

構成員 取締役会 監査役会 指名・報酬
委員会

代表取締役会長CEO 林野 宏 ● ●
代表取締役社長COO 山下 昌宏 ● ●
代表取締役副社長 髙橋 直樹 ●
常務取締役 水野 克己 ●
常務取締役 岡本 龍成 ●
常務取締役 三浦 義昭 ●
取締役 松田 昭博 ●
取締役 馬場 信吾 ●
取締役 磯部 泰之 ●
取締役 足利 駿二 ●
取締役 小野 和俊 ●
取締役 安森 一惠 ●
社外取締役 林 郁 ● ●
社外取締役 富樫 直記 ● ●
社外取締役 大槻 奈那 ● ●
監査役（常勤） 金子 美壽 ●
社外監査役（常勤） 原田 宗宏 ●
社外監査役（常勤） 井川 裕昌 ●
社外監査役 笠原 智恵 ●

当社は、革新的なサービスを創造し、継続的に企業価値を
向上させることによって、株主の皆さまから理解と賛同を得る
という経営の基本方針を実現するためには、経営における

透明性の向上と経営目標の達成に向けた経営監視機能の
強化が極めて重要であると認識し、コーポレート・ガバナンス
の充実に向けたさまざまな取り組みを実施しています。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制を採用する理由

コーポレート・ガバナンス
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（1） 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制 
（会社法第362条第4項第6号）
会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われる

ため、取締役会は企業統治を一層強化する観点から、実効性 

ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令・
定款遵守体制の確立に努める。また、監査役会はこの内部
統制システムの有効性と機能を監査し、課題の早期発見と
精度の向上に努めることとする。

（2） 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び
管理に関する体制 
（会社法施行規則第100条第1項第1号）

イ.  取締役の職務執行にかかる情報（取締役会議事録、稟議
書、決裁書等）は文書で記録し、「情報管理規程」その他の
社内規程に基づき保存・管理するものとする。

ロ.  各取締役及び各監査役が前項の情報の閲覧を要求した
場合には、速やかに当該要求に対応できる体制を整える。

（3） 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（会社法施行規則第100条第1項第2号）

イ.  リスク管理については、「リスク管理規程」及び「損失の
危険の管理に関する規程」 を定めるとともに、リスク管理
委員会及びリスク統括部を中心として、リスクを総合的
に管理し、リスク顕在化の抑止及びリスク顕在化による
当社への影響の極小化に努める。また、対処すべきリスク
が顕在化又はそのおそれがあることが明確になった場合
は、「危機管理規程」に基づき、迅速な対応及び会社機能
の早期回復に努める。

ロ.  前項のために、「リスク管理規程」、「損失の危険の管理に
関する規程」及び「危機管理規程」の関係者に対し定期的
な社内教育・訓練を行う。取締役会は定期的にこれらを
点検し、是正・改善を指示することにより、リスク管理体制
の維持に努める。

ハ.  大規模災害等の緊急事態発生に備え、重要業務の継続
及び事業中断リスクを可能な限り低減するための対応策
を講じ、有事における経営基盤の安定性確保に努める。

（4） 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われるこ
とを確保するための体制 
（会社法施行規則第100条第1項第3号）

イ.  取締役の業務執行が適切に行われるよう、取締役会は
「取締役会規程」に基づき運営する。

ロ.  取締役は、管掌又は担当する部門の業務執行が効率的に
行われるよう、「組織・業務分掌規程」、「職務権限規程」に
基づき適切に管理、監督する。

（5） 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制 
（会社法施行規則第100条第1項第4号）

イ.  法令・定款及び「コンプライアンス規程」等の社内規程を
遵守した職務執行のため、コンプライアンス委員会及び
リスク統括部を中心として、定期的な社内教育を通じて
社員へ諸規程及び遵守体制の周知徹底を図る。

ロ.  法令・定款及び社内規程等に違反した事例を発見した
場合の通報窓口は、「コンプライアンス相談窓口」とする。
コンプライアンス委員会は、通報案件について遅滞なく
取締役会及び監査役会に報告し、当該違反の早期解決
を図るものとする。

ハ.  社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力からの被害を
防止するため、反社会的勢力に屈せず、正義をもって臨む
ことを当社の行動基準に明記し、すべての社員がこの行動
基準を遵守するよう周知徹底を図る。また、「特殊暴力
防止対策連合会」への加盟や警察等関連機関との連携に
より、反社会的勢力による不当要求等には総務部を中心
として毅然と対応する。

（6） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の
適正を確保するための体制 
（会社法施行規則第100条第1項第5号）

イ.  子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への
報告に関する体制
当社が定める「関係会社規程」及び子会社と締結する
「グループ経営に関する取り決め書」に基づき、経営企画部 

グループ戦略室を中心として、子会社の取締役会への
出席や、子会社の取締役会議事録等の関係資料やその他
経営上の重要事項について、遅滞なく報告を受ける。

ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社のリスク管理については、「損失の危険の管理に
関する規程」、「リスク管理規程」に基づき、子会社に係る損失
回避・適正化のための環境整備を経営企画部 グループ
戦略室が担うとともに、リスク統括部が子会社に対して、
当社のリスク管理態勢との連携を図り、リスク顕在化の抑止
及びリスク顕在化による当社への影響の極小化に努める。

内部統制システムの整備の状況
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ハ.  子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる 

ことを確保するための体制
子会社の自主独立運営による事業の発展を尊重しつつ、
子会社の経営上の重要事項については「関係会社規程」、
「グループ経営に関する取り決め書」で事前協議事項を
定め、「職務権限規程」等に基づき必要に応じて意思決定を
行う。また、経営企画部 グループ戦略室が子会社の業務
執行状況の監督・情報共有を行い、子会社における業務
執行の効率性を確保することに努める。

ニ.  子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制
当社監査室が子会社の監査部門と連携し、必要に応じて
監査を実施し、業務執行の適正性についてモニタリング
を行う。また、法令・定款及び社内規程に違反した事例を
発見した場合の通報窓口として、「グループ内ホットライン」
を設置し、当該違反の早期解決に役立て、子会社の業務
の適正性を確保することに努める。

（7） 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置く
ことを求めた場合における当該使用人に関する事項
（会社法施行規則第100条第3項第1号）

イ．  監査役の職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」と
いう）は、監査役の職務を補助する。

ロ．  前項の補助使用人の具体的な人員、職務内容について
は、監査役会との協議により決定する。

（8） 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の
確保に関する事項 
（会社法施行規則第100条第3項第2号・第3号）

イ．  補助使用人の人事（異動・考課等）は、監査役会の同意を
必要とする。

ロ．  前項の補助使用人は、内部監査業務以外の当社の業務
執行にかかる職務を兼務しない。また、当社は監査役の
補助使用人に対する指揮命令権を不当に制限しない。

（9） 当社の監査役への報告に関する体制 
（会社法施行規則第100条第3項第4号）

イ．  当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
1.  取締役及び社員は、職務執行に関して重大な法令・定款
違反もしくは不正行為の事実、又は会社に著しい損害を
及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役
会に報告しなければならない。

2.  取締役及び社員は、事業、組織に重大な影響を及ぼす決定、
事件・事故、業務トラブル等の発生事実、及び社内監査の
実施結果を職制を通じて遅滞なく監査役会に報告する。

ロ．  子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から
報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

1.  経営企画部 グループ戦略室は、子会社から報告を受けた
取締役会議事録等の関係資料やその他経営上の重要事項
について、監査役へ報告を行う。また、子会社の役員及び
社員は、必要に応じて当社の監査役に報告することが
できる。

2.  子会社の役員及び社員は、職務執行に関して重大な法令・
定款違反もしくは不正行為の事実、又は会社に著しい損害
を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、「グループ内
ホットライン」又は経営企画部 グループ戦略室に報告する
ことができる。リスク統括部及び経営企画部 グループ
戦略室は、提供された情報をコンプライアンス委員会等
で的確に処理するとともに、監査役へ報告を行う。

（10） 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制 
（会社法施行規則第100条第3項第5号）
当社は、前号の監査役へ報告した者に対し、当該報告をした

ことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止する。また、前号
の通報窓口への情報提供者が一切の不利益を被らないことを
「コンプライアンス規程」で定めるとともに、「私たちのコンプ
ライアンス」を通じて社員に周知徹底する。

（11） 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用 
又は債務の処理に係る方針に関する事項及び 
その他当社の監査役の監査が実効的に行われる 
ことを確保するための体制 
（会社法施行規則第100条第3項第6号・第7号）

イ．  監査役は、重要な意思決定及び業務の執行状況を把握
するため重要な会議体に出席するとともに、必要に応じて
調査・報告を求めることができる。

ロ．  監査役会は、必要に応じて代表取締役社長と意見交換を
行うほか、会計監査人と定期的に意見交換会を開催する。

ハ．  監査役会との情報共有を密にするために、経営企画部、
リスク統括部及び監査室との連携を図る。

ニ．  監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の
前払い等の請求をした場合には、予算管理部門である経営
企画部を中心に費用の妥当性を審議・検証の上、速やかに
当該費用を処理する。
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当社の社外取締役は3名、社外監査役は3名です。
一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員3名※

の社外取締役から経営における意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を受けることにより、業務に精通
した取締役が経営効率の維持向上を図ることができます。
また独立役員である3名※の社外監査役を選任し、経営に対する
監督機能を強化しています。
※独立役員の資格を充たす社外役員6名を独立役員に指定しています。

＜社外役員の属性情報＞
社外取締役林郁氏は、インターネットサービス会社である

㈱デジタルガレージの代表取締役を務めるなど同社グループ
のCEOであり、当社は同社グループとの間でインキュベー
ション事業およびマーケティング事業に関する取引関係が
ありますが、その年間取引額は双方の連結取扱高に対して
1％未満であり、同氏の独立性は十分に確保されていると
判断しています。また、同氏は㈱カカクコムの取締役会長、
econtext Asia LimitedのDirector President & Chairman

等を兼務しています。同氏は、㈱デジタルガレージの創業
経営者として、IT、マーケティング、FinTechに関する豊富な
経験と幅広い見識を有しており、当社経営に対して客観的・
中立的立場から有益な助言をいただけるものと判断し、社外
取締役に選任しています。なお同氏は、東京証券取引所の
定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として
同取引所に届け出ています。
社外取締役富樫直記氏は、オリバー・ワイマングループ㈱

の代表取締役日本代表パートナーを務めており、当事業年度
において、当社は同社との間に取引関係がございません。
また、日興アセットマネジメント㈱および㈱ナガホリにおいて
は、同氏は社外取締役です。同氏は、経営コンサルタント
として、国内・海外の幅広い金融分野において戦略コンサル
ティングを手がけるなど、企業経営に関する豊富な経験と
幅広い見識を有しており、当社経営に対して客観的・中立的
立場から有益な助言をいただけるものと判断し、社外取締役
として選任しています。なお同氏は、東京証券取引所の定め
に基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同

会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係等

（1）監査役監査の状況
当社は、監査役会設置会社であり、監査役4名（うち社外
監査役3名、独立役員に指名されている人数3名）で構成されて
います。
各監査役は、監査役会が定めた監査方針および監査計画

等に従い、取締役会をはじめとする重要な会議体への出席、
取締役等からの職務の執行状況の報告の聴取や、重要な決議
書類等の閲覧、業務および財産の状況の調査等により、厳正な
監査を行っています。

（2）内部監査の状況
当社は、内部監査部門である監査室※がグループ各社を
含め、内部統制、リスク管理、コンプライアンス等の監査を実施
し、評価および提言を行っています。
会計監査人との連携状況につきましては、監査役は、会計

監査人から監査方針、監査結果について報告を受けるなど、
適宜意見交換を行い連携の強化に努めています。
監査室との連携状況につきましては、監査役は、監査室が

実施する内部監査の監査方針および結果について、その都度
報告を受けるとともに、必要に応じて、監査役事務局を兼務
する監査室に指示し調査を行わせています。

また監査役は、内部統制システムの整備状況について、内部
統制統括部門である経営企画部より随時報告を求め、監査
の実効性を高めるよう努めています。
監査室は、内部監査方針および監査結果の報告を行うなど、
会計監査人と常時連携を図っています。
財務報告に係る内部統制の整備・運用状況につきましては、
内部監査結果を踏まえ、会計監査人とリスク統括部が、適宜
意見交換や調査、報告を行うことにより連携を図っています。
※2019年6月20日現在において、監査室は20名で構成されています。

（3）会計監査の状況
会計監査人の状況は次のとおりです。

イ． 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名
および継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員
業務執行社員

吉田 波也人
有限責任監査法人
トーマツ箕輪 恵美子

石坂 武嗣

（注）継続監査年数については、全員7年以内のため記載を省略しています。

ロ．  監査業務に係る補助者の構成
公認会計士15名　会計士試験合格者等5名　その他28名

監査の状況
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取引所に届け出ています。
社外取締役大槻奈那氏は、マネックス証券㈱の執行役員

を務めています。当社と同社の間には提携カード発行業務に 

関する取引関係があり、また、同社の親会社であるマネックス
グループ㈱は当社が出資するマネックス・セゾン・バンガード
投資顧問㈱の共同出資者ですが、その年間取引額は双方
の連結取扱高に対して0.2％未満です。また、同氏は名古屋 

商科大学大学院教授および二松學舍大学国際政治経済学
部客員教授を務めていますが、両大学と当社の間に取引関係
はないことから、同氏の独立性は十分に確保されていると
判断しています。同氏は、国内系・外資系の金融機関で長年
にわたりアナリストとして、国内外における金融市場等の分析
に関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社経営に
対して客観的・中立的立場から有益な助言をいただけるもの
と判断し、社外取締役として選任しています。なお同氏は、
東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして
おり、独立役員として同取引所に届け出ています。
社外監査役原田宗宏氏は、長年にわたり警察庁に在籍し、

警察本部長等の幹部職を歴任しており、組織管理、危機管理
に係わる業務に携わってきたことから、直接会社の経営に関与
された経験はありませんが、経営執行等の適法性について
客観的・中立的な監査をいただけるものと判断し、社外監査
役に選任しています。なお同氏は、東京証券取引所の定め
に基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同
取引所に届け出ています。
社外監査役井川裕昌氏は、長年にわたり財務省および国税

局に在籍し、財務局長や税関長を歴任し、会計財務に関する
豊富な経験と幅広い知見を有していることから、直接会社の
経営に関与された経験はありませんが、客観的・中立的な監査
をいただけるものと判断し、社外監査役に選任しています。
なお同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件

を満たしており、独立役員として同取引所に届け出ています。
社外監査役笠原智恵氏は、当社から報酬を得ている「渥美
坂井法律事務所・外国法共同事業」の弁護士（シニアパート
ナー）ですが、その額は同法律事務所の年間報酬および当社
の連結取扱高の双方の0.1％未満であり、同氏の独立性は十分
に確保されていると判断しています。同氏は、長年にわたる
弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社
取締役の職務執行の適法性および企業ガバナンスの監査に
重要な役割を果たしてきたことから、直接会社の経営に関与
された経験はありませんが、客観的・中立的な監査をいただ
けるものと判断し、社外監査役に選任しています。なお同氏
は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、独立役員として同取引所に届け出ています。
（注）社外役員の属性情報における「取引概要の記載」については、その取引内容がクレ
ジットカードの信用販売（包括信用購入あっせん）に係る加盟店契約の場合（提携カード
発行や業務受委託等その他の取引関係がある場合を除く）、当該加盟店でのカード利用
判断・取引額はクレジットカード会員の裁量に委ねられており、その性質に照らして株主・
投資家の判断に影響を及ぼすおそれはないと考えられることから、概要の記載は省略し
ています。

＜社外役員の選任基準＞
当社は、社外取締役の選任については、経営の監督機能
発揮による意思決定の妥当性・適正性を確保する目的から、
企業経営者としての実践経験を有すること、もしくは特定専門
分野における実績と広範な見識を有することを選任基準として
います。また、社外監査役の選任については、中立的・客観的
な視点から監査を行うことにより、経営の健全性と透明性を
確保する目的から、さまざまな分野に関する豊富な知識・経験
を有することを選任基準としています。
当社は、社外取締役および社外監査役の独立性を客観的

に判断するために、㈱東京証券取引所が定める独立役員の
独立性に関する判断基準などを参考に、「社外役員の独立性
に関する基準」を定めています。

「社外役員の独立性に関する基準」概要

 1.  当社及びその連結子会社 
（以下「当社グループ」と総称する）の出身者

 2. 当社の大株主
 3. 当社グループの主要な取引先またはその業務執行者
 4.  当社グループを主要な取引先とする者または 
その業務執行者

 5. 当社グループの主要な借入先の業務執行者
 6.  当社グループが議決権ベースで10％以上の株式を 
保有する企業等の業務執行者

 7.  当社グループの会計監査人である監査法人に 
所属する公認会計士

 8.  当社グループから多額の金銭その他の財産を得ている 
コンサルタント、会計士、税理士、弁護士、 
司法書士、弁理士等の専門家

 9. 当社グループから多額の寄付を受けている者
10.  社外役員の相互就任関係となる他の会社の業務執行者
11.  近親者が上記1から10までのいずれか 
（重要な地位にある者に限る）に該当する者

12.  過去3年間において、上記2から11までの 
いずれかに該当していた者

13.  前各項の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が 
生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

なお、上記は「社外役員の独立性に関する基準」の概要であり、その全文は 
当社ウェブサイト （https://corporate.saisoncard.co.jp/esg/governance/）に掲載しています。
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当社では、持続的な企業価値の向上を実現するため、コーポ
レート・ガバナンスの充実を経営上重要な取り組みと位置づけ、
内部統制システムの整備やリスク管理体制の強化、コンプ
ライアンスの徹底などにより、その実現に努めています。
内部統制システムの構築にあたっては、内部統制統括部門

である経営企画部を中心に、業務の適正性・効率性を確保す
るための体制構築を行うことを目的として、内部統制システ
ム基本方針を取締役会において決定しています。なお、財務
報告に係る内部統制への対応につきましては、リスク統括部を 

中心として当社および連結対象会社における内部統制整備の
推進と、監査室による独立したモニタリングを行っています。
リスク管理については、「リスク管理委員会」およびリスク
統括部を中心として、リスク発生の予防および顕在化による
当社への影響の極小化に努めています。そのため、「リスク
管理規程」「損失の危険の管理に関する規程」および「危機 

管理規程」に基づき、社員に対して定期的な社内教育・訓練
を行い、リスク管理体制の維持に努めています。また、当社
グループに内在する諸問題または重大なリスクを伴う統制

事項については、経営企画部 グループ戦略室を中心として
グループ各社の業務執行状況を監督するとともに、グループ
各社の主管部門と情報共有を行っています。
コンプライアンス体制については、企業活動における法令
遵守、公正性、倫理性を確保するために、「コンプライアンス
委員会」およびリスク統括部を設置しています。各部門にコン
プライアンス責任者を任命しているほか、会社自身がどのよう
に行動するかを「行動宣言」として定めたうえで、役員や社員
がどのように行動すべきかを「行動基準」として取りまとめ、
それらを徹底するための冊子の配付、相談窓口の周知、コン
プライアンス研修の実施等、コンプライアンス体制の強化に
取り組んでいます。
今後も引き続き、コーポレート・ガバナンスに関する国際的

な潮流および内部統制システム基本方針を踏まえて、当社に
適した経営機構のあり方を検討していきます。

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりです。

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み状況

選任 選任

監視・検証

指示・命令

監査
業務執行権限委任

選任・委任・監督

監視・モニタリング

連携

選任

答申・助言選任・諮問
経
営
リ
ス
ク・財
務
状
況
の
適
時
報
告

有
効
性
担
保

［経営監視機能］

［業務執行機能］

取締役会

監査室

重要会議体
（リスク管理委員会・

コンプライアンス委員会 等）
代表取締役 指名・報酬委員会

各部門
経営企画部・リスク統括部 等

株主総会

監査役会会計監査人

コーポレート・ガバナンス体制の模式図

なお、社外取締役は、取締役会において、監査役監査・会計
監査人監査の監査結果について報告を受けます。また内部
監査部門である監査室や内部統制統括部門である経営企画部
とは、業務執行状況についてそれぞれ報告を受けるなど連携
を図っています。

社外監査役は、会計監査人および監査室との連携強化を
図り、内部統制統括部門より随時報告を求めながら、監査の
実効性を高めるよう努めています。
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当事業年度における当社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数は、以下の
とおりです。

区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の
総額（百万円）

対象となる
役員の
員数（人）基本報酬 賞与

取締役
（社外取締役を除く） 497 384 113 15

監査役
（社外監査役を除く） 4 4 ̶ 1

社外取締役 24 24 ̶ 3

社外監査役 26 26 ̶ 3

（注） 1  取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていま
せん。

 2 当期末現在の取締役人員は15名、監査役人員は３名です。
 3 基本報酬には当社株式購入（役員持株会拠出）原資となる報酬を含んでいます。

（1） 役員ごとの氏名、役員区分、連結報酬等の総額および 
連結報酬等の種類別の額
連結報酬等の総額が1億円以上の役員が存在しないため、

記載を省略しています。

（2） 役員報酬等の額またはその算定方法の決定方針の
内容および決定方法
役員報酬の総額については、2007年6月23日開催の第57

回定時株主総会において、取締役の報酬等の額を年額750

百万円以内（うち社外取締役分は年額50百万円以内）、監査
役の報酬等の額を年額150百万円以内と決議いただいてい
ます。（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて
いません。）各取締役の個人別の報酬額は、各取締役の当社
業績への貢献度について当該取締役を含む全取締役が評価
した結果等を踏まえ、取締役会で決定する仕組みを導入して
います。

役員報酬および監査報酬

機関構成・組織運営等に係る事項
組織形態 監査役設置会社
定款上の取締役の員数 25名
定款上の取締役の任期 1年
取締役会の議長 社長
取締役の人数 15名
社外取締役の選任状況 選任している
社外取締役の人数 3名
社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 3名
監査役会の設置の有無 設置している
定款上の監査役の員数 5名
監査役の人数 4名
社外監査役の選任状況 選任している
社外監査役の人数 3名
社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 3名
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1. 当社は、反社会的勢力との関係を一切持ちません。
2.  当社は、反社会的勢力による被害を防止するために、警察・特殊暴力防止対策連合会・弁護士などの外部専門機関と連携し、
組織的かつ適正に対応します。

3. 当社は、反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然として法的対応します。
4. 当社は、反社会的勢力への資金提供や裏取引を行いません。
5. 当社は、反社会的勢力の不当要求に対応する役職員の安全を確保します。

企業・IR情報／ウェブサイトURL   https://corporate.saisoncard.co.jp/

反社会的勢力に対する基本方針

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下
のとおりです。

（1）会社情報の適時開示に係る当社の基本姿勢
当社は、株式上場会社であり、金融商品関連諸法令および

株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に従い、さま
ざまな会社情報を適時適切に公開する義務を有していること、
および適時適切な会社情報の開示が健全な金融商品市場の
根幹をなすものであることを認識しています。
当社は、係る義務を履行するため、「情報開示規程」を制定

し、常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社
情報の開示を適切に行うことを実践していきます。

（2）会社情報の適時開示に係る当社の社内体制の状況
当社は、情報収集と情報開示の網羅性、適正性および適時

性を確保するため、「情報開示規程」に基づき、当社および
当社の関係会社（以下、「当社グループ会社」という。）に関する
会社情報の収集、情報開示の要否および資料の審議を行う
組織として「情報開示委員会」を設置しています。

情報開示委員会は、取締役会で指名された者を委員長とし、
広報室、経営企画部、財務経理部およびリスク統括部等を担当
する役職員が構成員を務めます。また、経営企画部および財務
経理部が共同で事務局を構成し、各構成員によって収集される
会社情報が事務局へ集約される体制となっています。
情報開示委員会の各構成員により収集される当社グループ
会社の情報の開示については、原則として、情報開示委員会
事務局との事前協議に基づき、情報開示委員会への付議
または報告が決定されます。
また、情報開示委員会に付議された情報は同委員会に
おいて、適時開示情報か否かを協議し、開示資料の審議および
開示の決議を行った結果、速やかに所定の手続きにより開示
しています。
なお、開示に緊急を要する情報におきましては、情報開示
委員長の判断で緊急情報開示委員会を開催し、審議および
決議を行った結果、開示しています。
また、開示統制については、リスク統括部が維持・推進を
行い、監査室がそれをモニタリングする体制となっています。

適時開示体制の概要

情報開示委員会各構成員
（広報室、経営企画部、財務経理部、リスク統括部等）

情報開示委員会事務局

情報開示委員会

各部門 関係会社

会社情報の適時開示

開示情報の報告

開示情報の事前協議

付随または報告
報告取

締
役
会

監査
選任
委任
監督

監
査
役
会

リ
ス
ク
統
括
部

監
査
室

開示統制の
維持・推進

モニタ
リング

監査

適時開示体制の模式図
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